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3. 3.　原子力村の番人としての経産省
原子力村の番人である経産省は2020年 4 月，電気事業法施行規則（省令）改正によって賠償負

担金と廃炉円滑化負担金という 2つのタイプの負担金を定めた。すなわち前者は，日本で原発が
はじまった時点にさかのぼって用意しておくべきだった事故対応費用─経産省が「過去分」と
よぶもの─を，電力会社が電気料金に上乗せして消費者から回収する仕組である。そして後者
は，廃炉に必要な資金を電力会社が消費者から電気料金に上乗せして回収する仕組である。経産
省は，電力自由化以前に消費者が原発による安価な電気の恩恵をうけていたことを理由にして，
電力自由化後に新たに電力事業に参入した原発をもたない新規電気事業者（以下，新電力）をも
含む消費者にたいして，広く過去分の負担を求めたのだった（岡田， 2016）。
経産省は，とくに新電力にたいして送電網の利用料金─託送料金─として費用負担を求め

るべく前述の省令改正を行った。この改正によって，電力自由化によって本来は淘汰されるべき
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非効率な原発事業を営む電力会社の負担を消費者に肩代わりさせることになる。しかし，電気事
業法第18条 3 項を勘案すると，送配電事業にかかわる費用とはみなされない負担金を，託送料金
として徴収することも，法改正もせずに省令で定めることも，適切でないことは明白である（ま
さの， 2024）。
福島第一原発事故にともなう事故対応費用は，時間をつうじて法外な水準にまでふくれあがっ
てしまった。経産省は2011年末，地域住民への賠償，廃炉・汚染水処理，そして汚染地区の除
染・中間貯蔵などに要する費用を総額5.8兆円と試算した。だが2014年には，民間企業では負担
困難な総額11兆円に修正した（e.g., BBC, 2016; 宇佐美， 2023）。他方，経産省は2016年，東京電力
改革・ 1 F問題委員会（以下，東電委員会）を設置し，東京電力の改革に向けた提言の取りまと
めを依頼したが，その結果，「東電改革提言」（東京電力改革・ 1 F問題委員会， 2016: 以下，改革提

言）が発表された。改革提言の試算では，賠償 8兆円，廃炉・汚染水処理 8兆円，そして除染・
中間貯蔵 6兆円とし，総額22兆円と見積もった。そのうち東京電力は，賠償 4兆円，廃炉・汚染
水処理 8兆円，そして除染・中間貯蔵 4兆円といった内訳の総額16兆円を負担することが示され
た（ibid., p. 21）。
しかし，日本経済研究センター（小林・鈴木・岩田， 2017）は2017年 3 月，汚染水からトリチウ

ムを除去する費用─2,000万円/tと仮定─を勘案して海洋放出を実施しない場合，廃炉・汚
染水処理は32兆円にまでふくれあがるが，トリチウム水を希釈して海洋放出を実施した場合，廃
炉・汚染水処理を11兆円に抑えられるとの試算を提示した。この試算では，事故対応費用が49.3
兆円（海洋放出なし）から70兆円（海洋放出あり）へと大幅に増大しうることが示唆された（ibid., 

p. 1）。
政府は2016年12月，東京電力による16兆円の負担に加えて，国民による電気料金の上乗せをつ
うじた2.4兆円の負担，政府による 2兆円の負担，そして他の電力会社と新電力による1.6兆円の
負担を閣議決定により定めた。しかし現状では，収益確保が厳しい東京電力による廃炉の進展は
困難であるばかりか，事故対応費用22兆円という政府の試算もけっして現実的なものとはいえな
い。そのため政府は，いったん東京電力を破綻処理したうえで，事故処理にたいして全面的に責
任を負う体制を模索すべきとの見解（ibid., pp. 2-3）も，一理あるだろう。この点については，事
故対応費用が41兆円（海洋放出なし）から81兆円（海洋放出あり）へとかなり大きくふくれあがる
という日本経済研究センターによる再試算（小林・鈴木・岩田， 2019）によっても確証されよう。
前述したように，経産省による事故対応費用の見積もり額は，2011年5.8兆円，2014年11兆円，

そして2016年22兆円といった具合に，経時的にふくれあがり続けてきた。しかし今なお，その見
積もりの根拠は曖昧なのであって，はじめから巨額の国民負担の必要性を明示することで世論の
反発を回避する，あるいは脱原発論がモメンタムをえることを極力避けたいといった政治的判断
がこれまでの政権に働いてきたのではないかと解されるだろう（町田， 2019）。
日本では，電気を利用する国民にも賠償費用を負担させる仕組として，すでに2011年 8 月には
原子力損害賠償支援機構法─2014年 8 月，原子力損害賠償・廃炉等支援機構法に改正─が制
定されていた。それによって政府は，原子力損害賠償・廃炉等支援機構（以下，支援機構）に国
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債を交付し，支援機構は，それを償還することで東京電力にたいする資金援助を実施する。後に
電力会社は，一般負担金を電気料金に含めるかたちで国民から徴収してから支援機構におさめ，
それは国庫に回収される。経産省は現在，東京電力の原発事故の賠償費用の原資を確保するのに
骨を折っている。しかし問題は，経産省が国民に隠された仕方で原発事故の賠償の仕組・制度な
どを決定し，国民にどれくらいの負担金を課しているのかを公表していない点にある（小森， 
2024）。
林欣吾電事連会長兼中部電力社長は2024年 7 月，原発の新増設を念頭において投資の実行可能
性や事業の予見可能性を高めることが，政策的に重要だと述べた。他方，経産省は，原発の建設
費を電気料金に上乗せするかたちで原子力事業への投資を確実に回収できるようにすべく，原発
の新増設に向けた電力会社の支援策を検討しているという。だがこの支援策は，巨額投資にたい
するリスクを負担できなくなった電力会社の代わりに，国民による費用負担をあてにしたものだ
とみなされよう（朝日新聞， 2024）。
このように，国民にたいして隠された仕方で原発関連の費用負担を重ねて求めてきた経産省は，

原発の新増設をポスト・フクシマ時代のエネルギー基本政策に反映すべく画策してきたようであ
る。この点にかんして，経産省によるエネルギー政策の策定プロセスへの影響力に焦点をあて，
検討を加えてみたい。すなわち第 1に，経産省は2013年11月に首相官邸を訪れ，第 4次エネ基の
なかに原発の新増設という文言を盛り込むよう提案した。ところが，政権維持を優先する首相官
邸はこの提案を拒否した（鈴木・江渕， 2014）。
第 2に，第 5次エネ基についても，経産省は「原発の新増設」という文言を記述するよう首相
官邸に打診したが，内閣支持率への影響を気にかける首相官邸はこれを拒絶した。本来，経産省
がエネルギー政策にたいして大きな影響力をもち，首相官邸よりも有利な立場にあったはずなの
だが，少なくとも第 2次安倍政権の下では両者の関係性はもはや逆転してしまったとみなされよ
う（笹井・伊藤・関根， 2018）。
そして第 3に，経産省は，いわゆる「骨太方針2021」（内閣府， 2021）に「原発の最大限活用」
という文言を記そうとしていた。しかし小泉進次郎環境大臣（当時）は，河野太郎規制改革大臣
（当時）と共同でその削除を強く求めるとともに，再生可能エネルギーを優先するよう働きかけ
もした。そして小泉環境大臣は，原子力村による原発の新増設に向けた菅首相への提言にもかか
わらず，これにたいする反対論を菅首相に重ねて進言した。また菅首相自身，原発にかならずし
も強く固執していたわけではなく，経産省の強い要望をうけた結果，2050年宣言のなかに「安全
最優先で原子力政策を進める」という文言を記すにとどめた（鈴木・加藤・岡・浅川， 2021a,b）。
このように，経産省は原子力村の番人として原発推進の姿勢を一貫して維持してきた。原子力
村のなかでも，経産省が安全神話をつうじて原発推進に取り組んできた張本人とみなされうる
（蜷川， 2022）。この原子力村の番人は，福島第一原発事故がおきた直後ですら原発推進の姿勢を
崩そうとはしなかった。この意味でいえば，21世紀のラッダイトとみなされるかもしれない。鈴
木達治郎原子力委員会委員長代理（当時）は，その原発事故の収束の目途がたっていない状況で
すら「原発を定期点検……で止めたら，そのあと動かせなくなるかもしれないですね。エネル

011-046_三田商学_68-1_02_谷口和弘_4k-1.indd   13011-046_三田商学_68-1_02_谷口和弘_4k-1.indd   13 2025/06/18   10:182025/06/18   10:18



三 田 商 学 研 究14

ギー需給が心配です」（青木， 2023， pp. 79-80）という見解を経産省からきかされ，今後も原発を
使い続けたいという思惑を感じたという。
さらに福島第一原発事故後，経産省で最初に原発維持のシナリオを作成したのは，木村雅昭資
源エネルギー庁次長（当時）だったといわれる（小森， 2016）。その契機は，木村が上田隆之経産
省官房長（当時）からエネルギー政策の見直しにかんして依頼をうけたことだった。特筆すべき
は，木村が経産官僚の鑑らしく「原発が全部止まったら，経済活動や国民生活はとてもやってい
けない。……サステナブル……ではない」（ibid., p. 112）といったかたちで原発の存続・維持を優
先した点である。
いみじくも橘川（2024a）は，このような電源の中心はあくまで原発だという思考様式を「原

発脳」とよぶ。原発脳をもつメンバーによって構成された原発推進共同体としての原子力村。で
は，原子力村の村長ははたしてだれなのだろうか。この点については，複数の見方がある。すな
わち第 1に，経済産業事務次官をつとめた後，原子炉メーカーである日立製作所の社外取締役と
して天下りした望月晴文は，実際に「原子力村の村長」とよばれてきた（小森， 2016， p. 134）。こ
のように，原発推進に深く関与してきた経産省のトップを原子力村の村長とみなすのは，なるほ
ど一理あるように思われる。
第 2に，経産大臣を原子力村の村長とする見方である。第204回国会では2021年 3 月，立憲民
主党の菅元首相が梶山経産大臣にたいして，東京電力の議決権株50.1％を保有する原子力損害賠
償・廃炉支援機構について質問した。この機構には，首相，経産大臣，そして文科大臣が関与し
ているが，なかでも経産大臣は，内閣府特命大臣（原子力損害賠償・廃炉支援機構担当）を兼務し，
その下におかれた内閣府原子力損害賠償・廃炉支援機構担当室が所管事務を担当する。そして，
いわば東京電力はこの機構をつうじて国有化されているような状態にある。この質疑応答をつう
じて，経産大臣が最も大きな権限をもつことが示された（衆議院， 2021）。
そして第 3に，歴代の首相を原子力村の村長とする見方もある。2011年 5 月，かつて原子力安
全委員会委員長代理（1993年から2000年まで）をつとめた住田健二は，首相が原子力村の村長で
あると述べた（青木， 2023， pp. 104-105）。他方，原子力委員会委員長代理（1981年から1991年まで）
をつとめた向坊隆は，原子力政策にかかわる権限という点で，強大な政治力をもつ電力会社─
とくに東京電力─の意志が上意下達的に他の原子力村のメンバーへと伝えられ，それによりす
べてが決定されると述べた（桜井， 2013， pp. 229-231）。しかし住田は，このように東京電力を原
子力村の村長とする見方を明確に否定した。実際，ポスト・フクシマ時代において原子力村にお
ける東京電力のプレゼンスは低下し，もはや当社は実質的には国有化されているような状況にあ
る。
したがって原子力村は，首相，経産大臣，あるいは経済産業事務次官などの複数の村長をもち
うると解すのがより適切だと思われる。このような意味で原子力村は，単一の強大な権力の下に
服したモノセントリック・システムというより，むしろ意思決定にかかわる複数の権力により構
成されたガバナンス機関をもつ複雑な適応的システムとみなされるかもしれない（Ostrom, 1999, 

2010a,b）。そして，こうしたポリセントリック・システムを構成するそれぞれの主体は，独自の
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規範・ルールを設定するうえである程度の独立性をもつ（Ostrom, 2010c）。これと同時に原子力
村は，後で敷衍するように 1つの共同体として原発の存続・推進と整合化した価値観を共有して
いる。
さらに，ポリセントリック・システムとしての原子力村の内部では，状況に応じてメンバーが
入れ替わる（島崎， 2023）。そして，メンバー同士が提携・結託し，その関係が変化し続けること
により，メンバー間のパワー・バランスのシフトをつうじてガバナンスの仕方が変わることもあ
りうる。とくに注目すべきは，経産省の官僚─経産官僚─が首相秘書官などの肩書で首相官
邸に入り込み，エネルギー政策の策定プロセスに影響力を行使するほどの強大な権限をもった
「官邸官僚」に進化したという点である。ここでは，こうした官邸官僚のなかでも，原子力村の
番人として原発推進や原発回帰にとりわけ大きな貢献をはたした 3人に着目しよう。
第 1に，2012年12月に始動した第 2次安倍政権の下で首相秘書官をつとめた柳瀬唯夫である。
2006年 8 月に発表された「原子力立国計画」（資源エネルギー庁， 2006）をまとめたのが，当時は
資源エネルギー庁原子力政策課長をつとめていた柳瀬だった。GE（General Electric）由来の
BWR（沸騰水型軽水炉 : Boiling Water Reactor）の技術しかもたない東芝はその 2か月後，PWR（加

圧水型軽水炉 : Pressurized Water Reactor）の技術をもつWECの株式を54億ドルというかなり高値
で，BNFL（British Nuclear Fuels Limited）から買収した。実は，このディールを推進したのが柳
瀬だった（FACTA編集部， 2017）。だが東芝は，買収後ですら PWRの中核技術や核分裂反応関連
のソフトウエアなどの面でWECにしたがうしかなく，結果的に原子力事業で巨額損失を計上し
てしまった（山岡， 2017）。つまり東芝は，経産省が管轄する原発依存型エネルギー政策をすすめ
る国策企業でしかなかったということなのだろう（大西， 2017）。
第 2に，2006年 9 月に始動した第 1次安倍政権および第 2次安倍政権で首相秘書官をつとめた
今井尚哉である。今井は，自分が実現したい政策を実現しうるほどのきわめて厚い信頼を安倍首
相からえて，福島第一原発事故後ですら，原発再稼働や原発輸出などを一貫して推進した（古
賀， 2021）。経産省は2011年 3 月21日，機密資料を作成し，原子力のないエネルギー安定供給は現
実的ではないことを国民に説得し，原子力の再生を経産省の再生とみなし，事故分析を反映した
最先端原発を海外に輸出すべきだと提唱した。そして，この機密資料を作成したのは今井にちが
いないと，省内では噂となったという（大鹿， 2017）。
そして第 3に，2021年10月に始動した岸田政権で首相秘書官をつとめた元経済産業事務次官の
嶋田隆である。嶋田は，旧態依然の「原発推進派の筆頭格」として，当初は原発政策の転換に意
欲的ではなかった岸田首相を相手に，原発の効能を日々訴え「洗脳」していった（朝日新聞， 
2022; 伊藤， 2023）。彼の意図は，同期入省の今井や彼らの母体である経産省と謀り，安倍政権の
下では実現できなかった原発回帰を岸田政権の下で実現することにあった。だが福島第一原発事
故後，電力会社は，追加的に多額の安全対策費を投じなければならなくなった。また，原発の新
増設には 1基あたり 1兆円近い初期投資が必要となった。こうした理由により，電力会社は実際
には，原発の新増設より，むしろ安全審査で停止した期間をも含む運転期間延長を選好すること
になったといわれる（蜷川， 2021， 2023）。
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2011年に菅首相は福島第一原発事故後，原発推進のエンジンとでもいうべき資源エネルギー庁
をその本体の経産省から切り離すべきだとする分離論を検討したことがあった。その際，嶋田を
はじめとする経産官僚は，この分離論の実現を何とか回避すべく，電力自由化と再生可能エネル
ギー普及のための新しい政策を性急に提案した。だが結局，その政策は失敗し，そのつけを原発
回帰で糊塗せざるをえなくなったといわれる（蜷川， 2022）。2022年 7 月にはじまった GX実行会
議は，10年単位のエネルギー政策を決定するという目的では 5回ほど開かれたにすぎない。しか
し皮肉にも，性急に決められた原発回帰のエネルギー政策は，巨額投資を要する原発の新増設に
消極的な電力会社にとってかならずしも歓迎できるものではなかった（FACTA編集部， 2023a）。

3. 4.　経産省の存在意義を表象する原発
2011年 3 月の福島第一原発事故後，東京電力の清水正孝社長（当時）は，原発事故の一番の原
因を津波によって非常用機器が海水につかって機能しなくなったことに帰そうとした（e.g., 谷

口， 2012; Taniguchi, 2022）。実際，1961年 6 月に制定された「原子力損害の賠償に関する法律」
（以下，原賠法）は，「異常に巨大な天変地異又は社会的動乱によって生じた」損害については，
原子力事業者に賠償責任がないと規定していた（第 3条 1項但書）。清水社長の見解をみれば，東
京電力は当初，「異常に巨大な天変地異」を理由に免責を求めようという意図があったように思
われる。
ところが2011年 5 月，原子力発電所事故経済被害対応チーム関係閣僚会合において，東京電力
の免責はないと決定された。いったん東京電力の免責が原賠法によって認められてしまうと，国
策として原発推進に従事してきた経産省に批判の矛先が向けられうる。この事態を回避したい経
産省は，自ら原発事故の賠償責任を負わない代わりに，東京電力とのあいだで当社を絶対につぶ
さないという密約を交わした（古賀， 2021）。結果的に東京電力は，スケープゴートとして福島第
一原発事故の賠償責任を押しつけられ，不十分な救済策で存続させられたという不満とともに場
違いな被害者意識すらも醸成したのだった（町田， 2012）。
シビア・アクシデントを経験した後のポスト・フクシマ時代においてすら，経産省は，エネル
ギー政策をつうじてプレ・フクシマ時代とほぼ変わらない程度にまで原発の高いステータスを回
復し，その延命にうまく成功したといえよう。とくに，プレ・フクシマ時代の第 3次エネ基には，
「ゼロエミッション電源（原子力及び再生可能エネルギー由来）」（資源エネルギー庁， 2010， p. 9）と
表記され，両者がゼロエミッション電源として対等に扱われた。そして，ポスト・フクシマ時代
の第 5次エネ基には，「再生可能エネルギーと原子力によるゼロエミッション電源比率の達成を
目指す」（資源エネルギー庁， 2018， p. 105）と明記された。
日本のエネルギー政策を支える土台となってきたのが，エネルギー安定供給にほかならない。
このことは，プレ・フクシマ時代の第 1次エネ基からポスト・フクシマ時代の第 6次エネ基まで
を対象として検討することで確証されるであろう。すなわち，
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プレ・フクシマ時代
第 1 次エネ基：エネルギーの大部分を海外に依存する我が国が，エネルギーの安定供給

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

の確保に係
る政策を行うためには，国際情勢に対する正確な認識を踏まえた戦略に基づくことが極めて重要で
ある（資源エネルギー庁， 2003， p. 4: 傍点著者たち）。

第 2 次エネ基：エネルギー安定供給
4 4 4 4 4 4 4 4 4

の確保が国民生活や経済活動の基盤となる国家としての最重要
課題の一つとなっている（資源エネルギー庁， 2007， p. 2: 傍点著者たち）。

第 3 次エネ基：エネルギー政策の基本は，エネルギーの安定供給
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

の確保（energy security），環境へ
の適合（environment）及びこれらを十分考慮した上での市場機能を活用した経済効率性（economic 

efficiency）の 3Eの実現を図ることである。また，我が国が国際競争力を有するエネルギー関連の
産業・技術・システムを，強みとして育成・普及していく必要がある。エネルギー政策と我が国の
成長戦略とを一体的に推進しなければならない（資源エネルギー庁， 2010， p. 5: 傍点著者たち）。

ポスト・フクシマ時代
革新的戦略：従来のエネルギー政策は，“ 3つの E”（エネルギーの安定供給の確保（Energy Security），
環境への適合（Environment）及びこれらを十分に考慮した上での市場機能を活用した経済効率性

（Economic efficiency））の実現を目標としてきた。今回の戦略で，絶対的な前提として，安全の追求
を最優先に置くことは当然としても，この“ 3つの E”，特に低廉な価格でのエネルギー安定供給

4 4 4 4 4 4 4 4 4

の重要性は変わるものではない（エネルギー・環境会議， 2012， p. 13: 傍点著者たち）。

第 4 次エネ基：エネルギー政策の要諦は，安全性（Safety）を前提とした上で，エネルギーの安定
4 4 4 4 4 4 4 4

供給
4 4

（Energy Security）を第一とし，経済効率性の向上（Economic Efficiency）による低コストでの
エネルギー供給を実現し，同時に，環境への適合（Environment）を図るため，最大限の取組を行う
ことである（資源エネルギー庁， 2014， p. 15: 傍点著者たち）。

第 5 次エネ基：エネルギー政策の要諦は，安全性（Safety）を前提とした上で，エネルギーの安定
4 4 4 4 4 4 4 4

供給
4 4

（Energy Security）を第一とし，経済効率性の向上（Economic Efficiency）による低コストでの
エネルギー供給を実現し，同時に，環境への適合（Environment）を図るため，最大限の取組を行う
ことである（資源エネルギー庁， 2018， p. 12: 傍点著者たち）。

第 6 次エネ基：エネルギー政策を進める上の大原則としての，安全性（Safety）を前提とした上で，
エネルギーの安定供給
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

（Energy Security）を第一とし，経済効率性の向上（Economic Efficiency）に
よる低コストでのエネルギー供給を実現し，同時に，環境への適合（Environment）を図る，S＋ 3E
の視点の重要性は従来と何ら変わりはないが，例えば，新型コロナウイルス感染症の教訓からエネ
ルギー供給においても，サプライチェーン全体を俯瞰した安定供給の確保の重要性が認識されると
いった新たな視点も必要となる（資源エネルギー庁， 2021， p. 18: 傍点著者たち）。

このように日本のエネルギー政策は，「安定供給第一主義」と特徴づけることができる。
さらに日本のエネルギー政策は，「原発依存性」という特徴をももつ。プレ・フクシマ時代の
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第 1 次エネ基には，エネルギーの安定供給だけでなく地球温暖化対策の面でもすぐれた特性をも
つエネルギーとして原発をとらえ，「安全の確保を大前提に，核燃料サイクルを含め，原子力発
電を基幹電源として推進する」（資源エネルギー庁， 2003， p. 14）ことが明記された。そして，ポス
ト・フクシマ時代の第 6次エネ基も，国内の保有燃料だけで生産を維持できる低炭素の準国産エ
ネルギー源としてすぐれた安定供給性と効率性を兼ね備え，運転コストが低廉で，温室効果ガス
の排出もない長期的なエネルギー需給構造の安定性に寄与する「重要なベースロード電源」（資
源エネルギー庁， 2021， p. 35）として原発をとらえる。
日本において，安定供給第一主義を基盤とした原発依存型エネルギー政策にかかわる権限は，
経産省の基本的な存在意義と不可分だといえる。経産省の存在意義を規定しているという点で，
1998年に制定された中央省庁等改革基本法に言及しておくのが有用だと思われる。本法によれば，
経産省の存在意義は，産業政策や中小企業政策などとともにエネルギー政策に求められる。とく
に，経産省の存在意義として「原子力の開発及び利用に関し，適切な方向付けを行うこと」（第
21条 6 項ニ）が規定された。そして経産省は，エネルギーとしての利用にかかわる原子力の技術
開発（第21条12項）に加えて，原子力の利用にかかわる安全確保のための 1次的な規制（第21条
13項）についても権限をもつ（衆議院， 1998）。
ただし，高度経済成長が落ち着いた1980年代には，日本企業が競争力を高めることで自立し，
資源・エネルギー関連の権限を除けば，経産省の前身である通産省のプレゼンスは大きく低下し
た。そこで，新しいテーマを掲げ，日の丸プロジェクトを立ち上げることで予算を獲得するかた
ちで求心力を保とうとしたものの，日の丸プロジェクトはほとんど水泡に帰したのが実情であっ
た（古賀， 2021）。かくして経産省は，だれも批判・否定のしようもない不可侵かつ神聖なエネル
ギー安定供給のために不可欠なベースロード電源としての原発をも不可侵かつ神聖なものとみな
し，自らの存在意義を支える表象として死守してきたと解せよう。このような意味で，安定供給
第一主義を基盤とした原発依存型エネルギー政策は，経産省の存在意義と不可分なのである。
かくして脱原発─原発推進と原発回帰の双方に反する動き─は，経産省の存在意義を表象
する不可侵かつ神聖な原発の存続を否定するため，この組織の存続を優先するような価値観と両
立しえない。つまり，原発の存続と経産省の存続とは，相互に強化しあう補完関係となっている。
結果的に「日本において，（経産省の存在意義を表象する）原発を不可侵かつ神聖なものとみなす」
といった構成的ルールとしての制度─「文脈 Cにおいて，Xを Yとみなす」という形式をも
つ制度（e.g., Searle, 2005, 2010）─が生成した。もちろん，こうした制度の生成には，原子力村
のメンバーによる原発優先の認知活動をもたらすのに寄与した原発脳が関与していよう。
日本では，ポスト・フクシマ時代においてすら経産省の存続と整合的な仕方で，主に首相官邸
に入り込んだ原子力村の番人である経産省出身者によるエネルギー政策の策定プロセスへの働き
かけをつうじて，経産省の存続と整合的な原発の存続─原発回帰─が成し遂げられたとみな
されよう。
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3. 5.　なぜ日本は原発回帰を選択したのか
3. 5. 1.　レジリエンス・パラドクス─変われない日本は変わらない
日本は，福島第一原発事故を経験してもなお，なぜ原発回帰を選択したのだろうか。この問題
は，「なぜ日本は原発を止められないのか」（青木， 2023， p. 246）ともいいかえられるだろう。こ
の問題を単に経産省の存在意義に帰することには，やや単純すぎるきらいがあるのは否めない。
日本の原発回帰の理由について，福島第一原発事故時に内閣官房長官をつとめていた枝野幸男議
員は以下のように述べた。すなわち，

「使用済み核燃料をどうする。民間企業の資産だから法的に何とかしてあげないと電力会社が倒産
してしまう」など……真剣に考えたうえでどうしても続けたいのではなく，やめ方がわからないか
ら続けているだけです。各電力会社は使用済み核燃料を，再利用する「資産」と位置付けてきた。
資産ではなく廃棄物となると，既存大手電力会社 9社が赤字に転落する可能性がある。……簡単に
答えが出ないから思考停止しているんだと思います。……簡単じゃないんですよ。なぜなら連立方
程式だから（ibid., pp. 246-250）。

つまり，電力会社だけでなく，原発の立地自治体をはじめ，使用済核燃料などのうけいれに関与
している青森県六ヶ所村などを納得させられるビジョンや戦略の策定は，きわめて難解な連立方
程式であり，この難問に政治が確固たる責任をもって挑戦していないということにつきるだろう。
また，かつて内閣官房長官をつとめた中川秀直元議員は，過去における自らの原発推進の姿勢
が間違っていたことを認めた一方，日本が原発を止められない理由について述べた。すなわち，

政治行政と産業の無責任や，気概，英知のなさだよ。原発の新設には 2兆円かかり，電力会社も経
済的にはしたくない。いまの原発安全対策費は 6兆円とも 7兆円とも言われている。……古い組織
ほど「組織的慣性力」でしがみつく。原子力産業のすそ野は広い。既存の大手電力会社から，電気，
機械，建設 ……，最低 5万人ぐらいいるかな。間接的に関わっている人も入れると20万人ぐらい。
……20万人を率いている人たちが，変わる勇気がないんだな。……責任回避，既得権にしがみつく。
政治も関連業界も，ガバナンスが機能不全ですね。それを許している国民の声，マスコミも含めて
（ibid., p. 261）。

つまり日本では，原子力村が脱原発に向けた変化に真摯に取り組もうとせず，原子力村にたいす
るガバナンス─エコシステム・ガバナンス（e.g., Taniguchi, 2022）─が全体的に機能不全を
おこしているため，原発を止めることができない。
プレ・フクシマ時代において，原子力村は，原発関連分野のさまざまな専門家を抱えることに
よって，原発の平時の運転に必要な一般的ケイパビリティ，事故時の収束・廃炉に必要な一般的
ケイパビリティ，そしてこれらを同時追求するという両利き経営に必要なダイナミック・ケイパ
ビリティ（e.g., Helfat et al., 2007; O’Reilly and Tushman, 2008; Teece, 2009, 2014）をもつと信じられて
きた。そして，このことについては，疑いの目が向けられることがなかったといってよい。だが
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実際には，これら一連のケイパビリティを欠如してきたことがフクシマによって露呈した（e.g., 

谷口， 2012; Taniguchi, 2022）。そしてポスト・フクシマ時代には，原子力村が原発事故の収束・廃
炉に苦悩する様子が顕著にみられた。
プレ・フクシマ時代の原子力村は，原発の安全性にかんする議論を抑制し，安全神話にとらわ

れることで思考停止に陥った挙句，無知がもたらされた。他方，一般市民からなる社会も，政府
や専門家の権限を無批判に受容するかたちで安全神話を盲信し，原発にたいする無関心を決め込
み，原子力村にたいするガバナンスを放棄することで思考停止に陥り，結果的に無知がもたらさ
れた。かくしてプレ・フクシマ時代の日本では，原子力村のケイパビリティの欠如と，社会のケ
イパビリティの欠如とが結びついた共有無知の状態が自生的に生成していた（谷口， 2012）。あい
にくプレ・フクシマ時代の共有無知は，ポスト・フクシマ時代の日本においてすら本質的には何
ら変わっていない─変われない日本は変わらないままである─という点に，本論文が立脚す
るスタンスが集約される。
とくに本論文では，デブリの取り出しが円滑に進展せずに汚染水が日々増え続けている状況で，
廃炉や地域経済の復興などの困難な問題に取り組まなければならないポスト・フクシマ時代にお
いてすら，原発事故の一因となった安全神話を再発明することで，プレ・フクシマ時代の原発推
進への回帰を選択し，原発依存型のエネルギー政策や BMの存続を図ろうとする原子力村の認
知・行動にかんする矛盾を「レジリエンス・パラドクス」とよぼう。共有無知の状態を変えられ
ないことで元の原発推進に回帰した─共有無知の状態は変わらない─日本のそうした矛盾に
ついて，日本の文化的予想としての存在論的存続主義，そして原子力村の内集団ひいきの論理と
原発脳といった 3つの要素に注目しながら検討を加えることにしよう。

3. 5. 2.　日本の文化的予想としての存在論的存続主義
主体のケイパビリティの欠如に起因した共有無知は，なぜ続いているのだろうか。比較制度分
析の視点からすると，この問題は，ある均衡から別の均衡へのシフトを意味する制度変化に関連
する。環境変化が劇的でなければ，主体の認知・行動にクリティカル・マスでの変化は誘導され
ず，制度は環境変化にもかかわらず頑健性を示すため，制度変化は帰結しないことになる
（Aoki, 2001）。
また過去の制度は，デフォルトとなっているために，もはや自己拘束的でなくなったとしても，
少なくともしばらくのあいだ文化的遺産として人々の認知・行動にたいして影響を及ぼし続ける。
それだけではなく，こうしたデフォルトとしての制度は，新しい制度とのあいだに基本的非対称
性を生み出しもする（Greif, 2006）。すなわち過去の制度は，それを変化させるのに高い取引費用
をともない，人々の認知的・規範的な判断を左右しうる。またそれは，共有知識となり社会のな
かで当然とみなされ，新しい制度を創造しようとするインセンティブを希薄化するだけでなく，
「予想や想定が新しい情報と矛盾するようになった場合に生じる心的なコンフリクト」（ibid., p. 

191）を意味する認知的不協和のために，制度のミクロ的基礎をなすメンタル・モデル（内面化さ
れた予想）という点で，新しい制度とのあいだの基本的非対称性がさらに増幅されることにもな
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る。したがって，制度変化は困難なのであって，その成功にはかなりの強い意志にもとづく行動
が必要とされよう（ibid., Ch. 7）。
かくしてわれわれは，「主体性（目標志向的な主体による制度変化の追求）は，歴史の足かせに

よって制約される」（ibid., p. 188）というグライフ命題に注意を払う必要がある。要するに，歴史
は重要な意味をもつ（e.g., Aoki, 2001; Greif, 2006; North, 1990）。とはいえ，制度にかんして，とく
にそれがいったん生成された後の歴史的な存続についていえば，十分に研究が行われてきたとは
いいがたい（Scott, 1995, p. 90）。そして，歴史をつうじた制度の存続を考察するうえで，慣性と
いうカジュアルな概念では正確な道標にはなりえず，むしろ経路依存性にかかわる詳細な存続メ
カニズムを同定する必要がある（Greif, 2006, p. 158）。
その際，主体による過去の行動にかんする自己正当化に焦点をあてるとともに，主体の認知・
行動，さらには制度変化の方向性にたいしてある程度の影響を及ぼしうるが，それを完全に決定
するわけではないという文化の役割にも焦点をあてることが不可欠だろう。すなわち第 1に，主
体は悪い結果が生じた責任を個人的に強く感じる場合，過去の行動により多くの資源を投じるか
たちでコミットメント・エスカレーションに陥りうる。コミットメント・エスカレーションには，
主体が自分にたいして過去の行動の合理性を証明するのに加えて，その行動が長期的にみれば合
理的だということを他者にも証明するといった自己正当化がかかわりをもつ（Staw, 1976）。
第 2に，世代間で歴史的に継承される文化は，主体がさまざまな問題解決のために利用できる
シンボル，儀式，そして世界観などからなる道具箱で，主体の行動選択に影響を及ぼす
（Swidler, 1986）。とくに，社会における主体の選好・行動選択などの主要な特徴にかんする（確率
的に表現される）事前の相互知識は，文化的予想とよばれる。文化的予想は，歴史的に形成され，
社会において共有される（e.g., Aoki, 2010; 青木， 2014）。またそれは，主体同士の相互作用や他集
団の主体との相互作用などを統治する共有されたアイデアや思考で，社会化のプロセスをつうじ
て同質化することで共有知識として周知されうる（Greif, 1994, 2006）。
とりわけ日本において歴史的に生成した文化的予想は，制度信仰，自動的予定調和説，そして
共同体絶対主義といった 3つの構成要素によって特徴づけられよう（小室， 1991）。すなわち，

制度信仰：日本において，制度は個人が変えるべき対象ではなく不変の所与とみなされ，所与とし
ての制度は規範性を獲得し，個人による自制・忖度を求める。

自動的予定調和説：日本において，個人は自分こそ国民のなかから選抜されたエリートだというエ
リート意識にもとづき，特定の技術を遂行するかたちで全力で行動することにより努力しさえすれ
ば，その他の事情は自動的にうまくいくというある種の官僚的思考が成り立つ。

共同体絶対主義：日本において，共同体のメンバーにとって共同体こそがすべてとなっている。彼
らにとって絶対的な存在としての共同体の規範・前例は，変革・修正の対象とはならず，彼らによ
る無批判の遵守を要請する。また，共同体の内外は峻別され，外部は化外の土地，そして外部の人
間は下等な野蛮人とみなされ，軽んじられてしまう。
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このように日本の文化的予想は，個人が自分の所属先である共同体を絶対視し，その下で選民的
なエリート意識を抱き，その前例を遵守し，その存続のために特定の技術の力をかりながら盲目
的に努力することとなる。
あいにく，こうした文化的予想の影響をうけた主体は，世界の万物はすべて変化し続けている
という事実を素直にうけいれ，大胆な変革の実行すらもいとわない非エルゴード的世界観を抱く
ことが困難である。結局，過去における平時の認知・行動様式を未来へとそのまま外挿しようと
いうエルゴード的世界観の下，地球や国などを将来世代につないでいくうえで深刻な問題を抱え
たサステナビリティ時代の VUCA（Volatility, Uncertainty, Complexity, and Ambiguity）世界において
すら，前例を不変の与件として踏襲することに終始する（谷口， 2024）。
ここでわれわれは，制度信仰，盲目的予定調和説，そして共同体絶対主義によって構成された
日本の文化的予想を存在論的存続主義

4 4 4 4 4 4 4 4

とよぼう。これによって，エルゴード的世界観の下でさま
ざまな存在の存続─たとえば，経産省を支える原子力村の存続，そのメンバーの存続，彼らを
支える原発の存続，そして日本の安定供給第一主義を支える原発依存型エネルギー政策の存続な
ど─を経時的に可能にすること，あるいはそれに資する既存の環境・制度を維持することが至
上命題となりうる。したがって日本では，変化ではなく，むしろ前例に則したかたちでの現状維
持が選択されがちとなる。
ここで， 2つの注釈を記しておきたい。すなわち第 1に，本論文は，制度の生成・存続・変化
のプロセスにおいて歴史的に生成した文化的予想がはたす役割を重視する。だがこのことによっ
て，人間の認知・行動が文化によって完全に決定づけられるという文化決定論はおろか，日本文
化の特殊性を強調するばかりの日本特殊論に与することを意味しない。本論文が依拠する比較制
度分析によれば，個人や組織の認知・行動は，文化だけでなく歴史，効率性，そして学習の影響
すらもうける（青木， 1989）。そして，リーダーシップ，公論，社会規範のレガシーが作用するこ
とによって，制度変化が生じる可能性を認める必要がある（Aoki, 2007）。さらに，環境変化にた
いする個人の実験的戦略の試行があるドメインから他のドメインに波及する一方，それによって
元のドメインにたいするフィードバックが生じることで，制度変化が帰結することもあろう
（Aoki, 2010）。かくして制度は，文化との相互作用のあり方に依存するかたちで存続しうるし，
また変化しうる（Acemoglu et al., 2021）。
かくして本論文は，存在論的存続主義というものが日本を含め諸外国でも程度の差こそあれ観
察しうるという点とともに，制度が歴史や文化によって決定づけられ固着することはないという
点をも認めたうえで，過去の制度が存続する理由を考察するというスタンスをとりたい。とはい
え，以下で検討するように，日本の場合，存在論的存続主義は地球や人類などの存続といったか
たちで開放的に拡延していくというより，むしろ特定の共同体の存続といったかたちで閉鎖的に
収縮しがちとなることを指摘しておこう。
第 2に，国によって原子力の発電コストの解釈が異なっており，この差異には文化的予想の差
異がある程度は反映されているように思われる。すでに第 3節において，ポスト・フクシマ時代
の原発は，福島第一原発事故の影響やシェールガス革命などのためにコスト高になった点を指摘
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した。しかしプレ・フクシマ時代においてすら，原子力の発電コストは相対的に高かったとみな
されうる。この点にかんして Joskow（2007）は，アメリカにおける新設原発の発電コストにか
んするいくつかの研究を要約した。その結果，彼は，化石燃料を使用する代替的エネルギーの
カーボン・エミッションにたいする経済的な課徴金が賦課されないうえに，新設原発にたいする
補助金が提供されもしないという場合には，新設原発への投資が競合的な石炭火力発電所と同様
の競争力をもつ可能性は低いと論じた。つまり原発は，石炭火力に比べて発電コストが高いとい
う。だが問題は，アメリカの場合，原子力の発電コストは高いという事実を共有知識として原発
推進に取り組んできたのにたいして，日本の場合，この事実を共有することすらなく，むしろ意
図的に隠したかたちで原発推進に取り組まざるをえなかったという点にある（竹森， 2011）。とく
にプレ・フクシマ時代の日本では，スリーマイル島原発事故（Three Mile Island Accident）を経験
したアメリカとは違い，産業政策のターゲットとされた原発は，原子力村にとって存在論的存続
主義の対象として特別視された一方，原発事故のリスクにかんして社会の大多数の人々による批
判的な検討が行われることがなかった。

3. 5. 3.　原子力村の行動を支える内集団ひいきの原理
ここでは，原子力村の行動を検討するために有用だと思われる内集団ひいきの原理（山岸， 

2010）からはじめよう。それは，日本の文化的予想の 1つの構成要素である共同体絶対主義を反
映していよう。すなわち，同じ共同体に属しているという理由だけでその内部のメンバーを外部
のメンバーよりも優遇し，こうした行動選択が内部のメンバーから仲間として認められ，優遇し
てもらえるだろう，という予想にもとづくような互酬的な行動原理をさす（ibid., p. 125）。さらに，
主体が内集団ひいきの原理にしたがって行動する社会は，集団主義社会として特徴づけられ，そ
こで主体は，共同体の集団から排除されないようにすることを重視するあまり，他者とちがった
行動を選択しないという自己隠蔽傾向を示す（ibid., p. 225）。そして集団主義社会では，身内びい
きを正義とする集団主義的な倫理が生じる（山岸・ブリントン， 2010）。このような社会では，内
集団ひいきの原理に適合しない行動をいったん選択すると社会的排除の対象となるため，そのメ
ンバーは，身内を優先する行動をデフォルト戦略─「意識的な計算なしに主体……が利用する
生態的合理性にもとづく意思決定ルール」（Yamagishi et al., 2008, p. 580）─とみなし，これに依
存するようになる。
原子力村においては，そのメンバーが内集団ひいきの原理にもとづいて行動することで，集団
主義的な秩序が生成したと考えられる。また原子力村は，原発にたいする反対論を無知に起因し
た非科学的・非合理的な産物だと不当にみなす一方，原子力文化─積極的な原発推進を是とす
る開発主義的な価値観─の振興に一貫して取り組んできた。この原発推進共同体は閉鎖的かつ
独善的で，ひたすら仲間内で団結する一方，外部からの批判に耳を傾けることはなく，外部にた
いしては防衛的にふるまってきた（高木， 2012）。実際，日本で最初の商業用原発である東海発電
所が建設された茨城県東海村の村上達也村長（当時）は2011年 8 月，原子力村が原子力にたいす
る異論を排斥する文化を形づくってきたと述べた（栗田， 2011）。原子力村の原発推進文化は，原
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発にたいする社会の無関心・無作為とあいまって，原発にかんする浅薄な安全神話─「『日本
だけは大丈夫』という類の信仰」（高木， 2012， p. 123）にねざした根拠なき原発の安全性にたいす
る幻想─を日本において広範に蔓延させるのに貢献したように思われる。
閉鎖的な共同体では，そもそも同型化の増幅を意味するエコーチェンバーがそのメンバーのあ
いだで生じうる（Frolov, 2023）。とくに，原発脳をもつ原子力村のメンバーは原子力推進文化を
共有し，内集団ひいきの原理に支えられながら原子力村の既得権益を保護すべく行動し，その見
返りを期待してきた。彼らは，共同体に属することにより強い紐帯を形成し，仕事にかんする同
質的な情報を積極的に提供するモチベーションをもちうる。だが一般的にいえば，弱い紐帯をも
つ人々のほうが，多様な社会的ネットワークとの接点をもっている可能性が高いため，同一の共
同体では獲得できないほどの多様な情報にアクセスしうる（Granovetter, 1973）。
かくして，原子力村においては情報の多様性が犠牲になり，情報同化による現状維持の圧力が
働いたのではないかと解されうる。つまり原子力村では，原子力推進文化に適合した限定的な情
報を獲得できるにすぎず，そのメンバー間の予想・行動選択におけるエコーチェンバーが生成し
うる。それによって，主体の所属先である原子力村の既得権益の維持と原発の存続・発展が重視
された。結果的に，安全神話の問題点にかんする立ち入った検討がなされぬまま，原発の安全性
向上から，原発に代替しうる再生可能エネルギーの開発にいたるまで，円滑な原発推進を妨げか
ねない批判的・建設的な議論・行動が抑圧・封殺されてしまったと考えられる。
すなわち原子力村では，「原子力の安全神話を作り出し，疑問を差し挟まない。これをできる
もののみが原子力政策に関わる。逆に安全神話に疑問を呈するものは排除する」（大島， 2011， p. 

155）という鉄の掟が生成した。換言すれば，「原子力村において，原子力推進文化を共有するメ
ンバーは原発の安全神話に疑問を呈すれば，この共同体から社会的に排除されるだろう」という
制度─「Xすれば，Yだろう」という形式をもつ If Thenルールとしての制度（Aoki, 2001）

─が生成した。そして，この制度は共有予想として原子力村のメンバーの認知・行動に影響を
及ぼし，歴史をつうじて経路依存的に存続してきた。

3. 5. 4.　原子力村の認知を支える原発脳
政府は，2015年のパリ協定後に環境変化をふまえた適合的な新しい電源構成をつくらねばなら
なかったにもかかわらず，パリ協定前に設定した電源構成をほぼそのまま踏襲した。すなわち政
府は，原子力が電源構成に占める比率（原子力比率）について相対的に高い数値目標を設定した。
これにたいして，再生可能エネルギーが電源構成に占める比率（再生可能エネルギー比率）につい
ては相対的に低い数値目標を設定した。以下，それぞれについて敷衍しよう。
すなわち第 1に，政府がパリ協定前の段階で発表した需給見通しでは，原子力比率を2030年度
20-22％と設定した（経済産業省， 2015， p. 7）。この点をふまえたうえで，パリ協定後の数値目標
をみよう。2018年に発表した第 5次エネ基では，再生可能エネルギーと原子力をあわせたゼロエ
ミッション電源比率を2030年度44％に設定した（資源エネルギー庁， 2018， p. 10）。そして，2021年
に発表した第 6次エネ基（資源エネルギー庁， 2021， p. 106），および2023年に発表した基本方針
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（経済産業省， 2023a， p. 7）ではいずれも，需給見通しと同様に2030年度20-22％という原子力比率
を踏襲した。
第 2に，政府は，第 5次エネ基ではじめて再生可能エネルギーの主力電源化に言及し，再生可
能エネルギー比率を2030年度22-24％と設定した（資源エネルギー庁， 2018， p. 39）。この数値目標
は，需給見通しをそのまま踏襲したものである（経済産業省， 2015， p. 7）。そして第 6次エネ基で
は，2030年度36-38％という再生可能エネルギー比率を設定した（資源エネルギー庁， 2021， p. 106）。
さらに基本方針では，この比率をそのまま踏襲した（経済産業省， 2023a， p. 5）。
だが，最終的に第 6次エネ基で設定された数値目標は，再生可能エネルギーと原子力ともに非
現実的なもので，その達成への道のりはほど遠いとみなされる（橘川， 2024b）。再生可能エネル
ギー比率2030年度36-38％という設定目標は，菅首相が2021年 4 月に温室効果ガスの2030年度
46％削減（2013年度比）を宣言したことをうけて辻褄をあわせたものにすぎず，十分な根拠を欠
いている（ibid., p. 17）。他方，原子力比率2030年度20-22％という設定目標は，原子炉の将来的な
稼働の見通しや設備利用率の点でみて非現実的で，原発の立地自治体への配慮などの政治的理由
で維持したにすぎない（ibid., p. 18）。
政府は，「将来的に再生可能エネルギーを増やしていくとすれば，原発を減らさなければなら
なくなるだろう」という予想を抱き，表層的には再生可能エネルギーの主力電源化を喧伝する一
方，深層的には原発を主力電源ととらえていると解されうる。日本では，このように原発を優先
する思考様式を意味する原発脳ゆえに，エネルギー政策の策定プロセスにおいて原子力の数値目
標が相対的に高く設定されることで，他の電源の比率が低く抑えられ，その開発が阻害されてし
まうというメカニズムが持続的に作用してきた（TBS NEWS DIG Powered by JNN, 2022）。
とくに再生可能エネルギーが発展しなかったのは，FIT制度の失敗に求められる。この制度の

下では，発電をはじめていなくても，FITの適用が認定された時点での買取価格が適用されるこ
とになった。そのため，発電コストが下がるまで待ってから発電を開始するインセンティブが生
じた（飯田・神保， 2023）。結局，FITが2012年 7 月に導入されてから2022年 6 月までに約20兆円
が投じられたにもかかわらず，再生可能エネルギー分野で有力な企業を育成することができな
かった（伊藤， 2023）。
2013年 9 月に関西電力の大飯発電所 4号機が定期検査のため運転停止してから，2015年 8 月に

九州電力の川内原子力発電所 1号機が再稼働するまでのあいだ，日本では原発ゼロの状態で経済
活動を運営してきた。ところが，原発停止期間に再生可能エネルギーが普及してしまうと，原発
再稼働の機運は薄れてしまう。日本では，すでに2012年 7 月に「電気事業者による再生可能エネ
ルギー電気の調達に関する特別措置法」にもとづいて FIT制度が導入され，太陽光発電の買取
価格が40円/kWhとかなり高めに設定され，再生可能エネルギーの普及が模索された。だが他方，
経産省は，再生可能エネルギーを高値で買い取る電力会社の負担を電力利用者に転嫁すべく再生
可能エネルギー発電促進賦課金（以下，再エネ賦課金）を活用し，その金額を毎月の電力料金の
領収書に明記することで「再生可能エネルギーは高い」という評判を確立しようとした。そして，
送電線の増強・効率化をはじめとしたインフラ整備に積極的に取り組まなかったことで「再生可
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能エネルギーは不安定である」という評判を浸透させることとなった（古賀， 2023， pp. 90-94）。
経産省を中心に原子力村のメンバーを支配する原発脳は，原子力が再生可能エネルギーを駆逐
するのにどうやら寄与したようにみえる。すでに第 3節で検討しておいたように，ポスト・フク
シマ時代においては，原子力の発電コストが膨張し続けているという現実がある。にもかかわら
ず原発脳は，原発が安価であるというコスト効率性のみならず，原発が安定供給第一主義に資す
るという安定供給性をも相対的に際立たせようとするあまり，「再生可能エネルギーは高い」「再
生可能エネルギーは不安定である」といったイメージづくりによる認知的操作につながった可能
性は否めないだろう。
太陽光発電の売電価格は，2012年40円/kWhから2024年9.2-12円/kWh（産業用），16円/kWh（住

宅用）へとかなり低下した（経済産業省， 2024）。そして，2022年 4 月に導入された FIP（Feed-in 

Premium）制度は，再生可能エネルギーを卸電力市場や相対取引などをつうじて売電する際，そ
の価格に一定のプレミアムを付加するもので，電力市場に応じた変動価格での買い取りが可能に
なる。しかし，2012年0.22円/kWhから2024年3.49円/kWhへと再エネ賦課金は上昇した（e.g., 新

家， 2024）。この点で，あいにく FIT制度の下での多額の再エネ賦課金の負担という問題は，FIP

制度の下ですらいまだ解決されていないようである。
かくして，原発脳に支配された原子力村において「いったん原発を少なくしてしまえば，元に
戻らなくなってしまうだろう」という予想が共有される─制度化される─ことで，エネル
ギー政策の策定や BMの設計などの面で原発推進に適合的な行動が選択され，再生可能エネル
ギーの普及を遅らせたと解せよう。とくに電力産業においては，原発依存型BMが支配的となっ
た（e.g., 橘川， 2020; 谷口， 2012; Taniguchi, 2022）。この BMを採用する電力会社は，原発再稼働に
よって電気料金の引下げを実現し，電力市場において競争優位を確立することでより高い収益が
期待される。実際，原発再稼働を実現できた関西電力，九州電力，そして四国電力は，「電力業
界の勝ち組」とみなされるようになった（橘川， 2020）。
他方，原発依存型エネルギー政策について，村瀬佳史資源エネルギー庁長官は2024年11月，

GX推進戦略にかかわるインタビューで以下のように述べた。すなわち，

「S＋ 3E」（Sは Safety〈安全性〉， 3Eの Eは，Energy Security〈エネルギーの安定供給〉，Economic 

Efficiency〈経済効率性〉，Environment〈環境適合〉）の原則に基づき，徹底した省エネルギーを前提と
して，再生可能エネルギーの主力電源化，安全性が確保された原子力の最大限活用などの施策を進
めている。……原子力については，原子力規制委員会の審査に合格した原子力発電所を再稼働して
いくことができれば，20-22％という目標達成は可能だ。……再エネについては地域での景観問題
などが指摘されており，地元住民の理解を得て進めることが非常に重要だ。……再エネか原子力か

4 4 4 4 4 4 4 4

といった議論はもはや終わっている
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

。再エネも原子力も最大限取り組んでいく必要がある（岡田， 
2024: 傍点著者たち）。

このように原子力村は，ポスト・フクシマ時代のエネルギー政策において「主力電源化」する予
定である再生可能エネルギーと対等な立場に原子力を高めることに成功した。
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3. 6.　ポスト・フクシマ時代の新しい安全神話
3. 6. 1.　安全神話の再発明
原子力村では，メンバーのだれもが逆らえない神話が支配している。その神話とは，原発推進
はもとより，プルトニウムにかかわる核燃料サイクルの完成と整合的である（飯田， 1999）。われ
われは，原発推進や核燃料サイクルの完成の進展を円滑化するための神話が，原子力の安全性に
かんする検討・深掘りにつながったのではなく，むしろ原子力の根拠なき安全性を社会に周知す
るための安全神話につながったという点に加えて，「原子力村では，原子力発電が安全であると
いう観念は，福島第一原発事故後も大きくは変わっていない」（大島， 2011， p. 149）という点にも
注意を払う必要があろう。
さらに実際，ポスト・フクシマ時代においては，経時的に安全神話が再発明され，新しい安全
神話が登場してきたように思われる。このことは，「新たな『安全神話』を作ることで人々に
『安心』を提供するという構図は変わっていない」（アジア・パシフィック・イニシアチブ， 2021， p. 

279）という福島原発事故10年検証委員会（第 2次民間事故調）による指摘とも符合する。そこで
以下，原子力村を支える複数の村長の一角をなす首相が導入した一連の新しい安全神話に着目し
てみたい。すなわち第 1に，野田首相（当時）は2011年12月16日，イチエフの敷地外の放射線量
が十分に低く保たれることが技術的に確認されたと述べ，「冷温停止状態」を宣言した。すなわ
ち冷温停止状態は，圧力容器底部温度が約100℃以下になっているとともに，格納容器からの放
射性物質の放出が管理され，追加的放出による公衆被爆線量が抑制されていること（目標として
敷地境界において 1mSv/年以下にすること）といった 2つの条件を維持するために，冷却システム
の安全性などが十分に確保されている状態である（原子力災害対策本部政府・東京電力統合対策室， 
2011， p. 1）。
実際， 1号機から 3号機まで原子炉の温度が 9月下旬以降は100℃を下回ったこと（2011年11

月の時点での圧力容器底部温度は， 1号機37℃， 2号機68℃，そして 3号機68℃となった（日本経済新

聞， 2011）），外部への放射性物質の飛散が毎時6,000万 Bqとなり事故時の1,300万分の 1に減少し
たこと，そしてイチエフの敷地境界で追加的に被曝する線量も最大年間0.1mSvとなり目標を大
きく下回ったこともあって，通常は用いられない冷温停止状態という新しい言葉が用いられた。
本来，事故を経験していない通常の原子炉

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

に制御棒を入れることで核分裂が抑えられ，原子炉の
水温が100℃未満の安定状態に到達したことを示すのが，冷温停止という言葉にほかならない。
だが今回は，原子炉には溶融した核燃料が残され，その冷却は仮設設備に依存し，通常の冷却シ
ステムが機能していない異常な状態なのである。にもかかわらず，前述の 2つの条件が追加され
た。つまり，事故を経験した異常な原子炉

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

を対象として，冷温停止状態
4 4

という新しい表現が用い
られたのだった（朝日新聞， 2011）。
第 2に，安倍首相（当時）は2013年 9 月 7 日，ブエノスアイレスで開かれた2020年夏季オリン

ピック・パラリンピックの開催地を決める IOC（国際オリンピック委員会 : International Olympic 

Committee）総会でのスピーチのなかで以下のように述べた。すなわち，
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フクシマにかんして懸念を抱いている方がいるかもしれません。アンダー・コントロールの状態に
あると，私が保証いたします。フクシマの影響が東京にこれまで及んだことも，これから及ぶこと
もいっさいありません。（Some may have concerns about Fukushima. Let me assure you, the situation is 

under control. It has never done and will never do any damage to Tokyo（Abe, 2013: emphasis added）.）

しかし，安倍首相の「アンダー・コントロール」という表現は，イチエフの事故対応にかんし
て地下水の流入を完全に止めることができないなどさまざまな予測不能な問題が生じている現実
とのあいだに不整合をきたしているのではないかという疑問が，立憲民主党の逢坂誠二議員によ
り国会で提起された（逢坂， 2016）。これにたいして安倍首相は，「現時点においても，汚染水に
よる放射性物質の影響は福島第一原発の港湾内の（0.3km2）に完全にブロックされており，全体
として状況はコントロールされていると考えている」（安倍， 2016: 丸括弧内著者たち）と回答した。
しかし，地下水の流入によって生じる汚染水は，政府による新たな動きを誘発することになった。
第 3に，菅首相（当時）は2021年 4 月13日，第 5回廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議
で，イチエフで増え続けるトリチウムなどの放射性物質を含んだ ALPS処理水について，風評被
害対策を前提として 2年ほど後に海洋放出することを明言した。すなわち，

ALPS処理水の処分は，福島第一原発の廃炉を進めるに当たって，避けては通れない課題でありま
す。このため，本日，基準をはるかに上回る安全性を確保し，政府を挙げて風評対策を徹底するこ
とを前提に，海洋放出が現実的と判断し，基本方針を取りまとめました（首相官邸， 2021）。

汚染水の増加量は 1日あたり約100 tとなっているのにたいして，ALPSでは 1日あたり約2000 
tの汚染水が処理可能となっている。しかし ALPS処理水は，イチエフ内の貯蔵タンクに貯めら
れ，貯蔵タンクの基数は増えていくばかりである。2023年 8 月の段階で貯蔵量は約134万 t，貯
蔵率は98％に及び，2024年前半には満杯に達してしまうと見込まれたため，政府や東京電力は処
理水の海洋放出を検討してきたとされる。こうした状況で2023年 8 月24日，岸田政権の時代に
ALPS処理水の海洋放出が開始されたのだった（科学技術振興機構， 2023）。
2024年11月の時点でイチエフ内の ALPS処理水などの貯蔵タンクは1,046基に及ぶとともに，

2023年 8 月24日から2024年11月 4 日までのあいだに10回にわたって約47,140m3の ALPS処理水の
海洋放出が行われ，2024年のトリチウム放出量の年間累計は約10.3兆 Bqとなった（福島県， 2024; 
東京電力ホールディングス， 2024a）。だが ALPS処理水には，トリチウム以外に，ストロンチウム
90，セシウム137，そして炭素14などが残留している（東京電力ホールディングス， 2024b）。ALPS

は，トリチウム以外の放射性物質すべてを完全に取り除けるわけではない。基準値以下に希釈し
て海洋放出した ALPS処理水であっても，トリチウム以外にどれくらいの放射性物質が含まれて
いるか，その詳細については明らかにされていない（グリーンピース・ジャパン， 2023）。これらの
放射性物質について，全体としてどれくらいの量を放出できるかという総量限度の規制もない。
また，液体状の放射性廃棄物である ALPS処理水の海洋放出期間は，30年程度といわれるが，実
際のところ不明である（青木， 2023）。
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そして第 4に，岸田首相（当時）は，2023年 2 月15日に開かれた第211回国会予算委員会第11
号において，元内閣官房長官の枝野議員の質問に答えるかたちで以下のように述べた。すなわち，

安全性については，期間がどうであっても，絶えず，独立した原子力規制委員会の基準に適合した
ものでなければ運転できない，この原則は従来から変わっていないと考えています。……今回の原
子力発電所の高経年化に関しては，これは新たな科学的あるいは技術的知見の存在を踏まえて改正
するものではありません。これは，構造的なエネルギー需給の逼迫への対応といった利用政策の観
点から，運転期間について定めを設けて，これに対応した形で安全規制を厳格にしようとするもの
であります。……そして，利用期間についても，最長で六十年に制限する，これは現行の枠組みを
維持いたします。その原則を維持した上で世界最高水準

4 4 4 4 4 4

の安定基準を適用していく，安全最優先で
あるという考え方は変わらないと思っております（衆議院， 2023年 : 傍点著者たち）。

日本で運転される原発は，規制委の「世界最高水準」の規制基準に適合したものに限られるとい
うことである。
しかし，国会事故調査委員会の委員長をつとめた黒川清は，日本における原発の規制基準につ
いて疑問を投げかけた。すなわち，

IAEAも，日本はスタンダードにずっとフォローしていないことを知っていた。……（IAEAは）リ
コメンデーションを出しているが，強制力はない。……すべてベストのことを，日本はやはり先進
国の 1つとしてやるべき。……IAEAのスタンダードはどんどん厳しくなっている（TBS NEWS DIG 

Powered by JNN, 2023: 丸括弧内著者たち）。

つまり日本は，原発の規制基準の面で世界的にみて遅れているにもかかわらず，「世界最高水準」
という実質をともなわない言語的な装飾を施したということである。日本は，世界の規制基準を
吟味することもなく，科学的証明やエビデンスを欠いたまま，首相を中心として「世界最高水
準」の規制基準という空虚な表現をさまざまな場面で用いてきたにすぎないとさえいわれる
（ibid.）。
われわれは，「世界最高水準」という表現の導入についてリチャード・ネルソン（Richard 

Nelson）流の用語法（e.g., Nelson, 2003; Nelson and Sampat, 2001）に依拠して解釈しよう。すなわ
ち，原発の安全性を実質的に向上させるためのケイパビリティ進化（新しい「物理的技術」の導
入）を実現したわけではなく，こうしたケイパビリティ進化を欠いたまま，国際・国内社会が
「原発は安全だろう」と思うように仕向けるために認知的操作（新しい「社会的技術」の導入）に
取り組んだと解されるということである（e.g., 谷口， 2012; Taniguchi, 2022）。
エネルギー政策にかんして「世界最高水準」という言葉がはじめて登場したのは，ポスト・フ
クシマ時代に発表された革新的戦略（2012年）にほかならない。この言葉に類似した表現も含め，
革新的戦略から第 6次エネ基（2021年）まで吟味してみると以下のごとくになる。すなわち，
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革新的戦略：諸外国が我が国の原子力技術を活用したいと希望する場合には，……世界最高水準
4 4 4 4 4 4

の
安全性を有する技術を提供していく（エネルギー・環境会議， 2012, p. 6: 傍点著者たち）。

第 4 次エネ基：我が国の原子力発電所では深刻な過酷事故は起こり得ないという「安全神話」と訣
別し，世界最高水準

4 4 4 4 4 4

の安全性を不断に追求していくことが重要である（資源エネルギー庁， 2014， p. 

42: 傍点著者たち）。

第 5 次エネ基：原子力規制委員会により世界で最も厳しい水準
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

の規制基準と認められた原子力発電
所の再稼働（資源エネルギー庁， 2018， p. 10: 傍点著者たち）。

第 6 次エネ基：原子力規制委員会により世界で最も厳しい水準
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

の規制基準に適合すると認められた
場合には，その判断を尊重し原子力発電所の再稼働を認める（資源エネルギー庁， 2021， p. 66: 傍点著
者たち）。

このように第 5次エネ基以降は，（1）「世界最高水準」という言葉が利用される文脈は原子力技
術や原発そのものの安全性を表すのではなく，規制委の規制基準の厳格さを表すよう変化したこ
と，（2）「世界最高水準」という言葉が「世界で最も厳しい水準」という言葉に置き換えられたこ
と，の 2つの変化がみてとれよう。
とくに後者について，原子力工学の専門家として規制委初代委員長となった田中俊一は，2014
年10月21日に開かれた参議院内閣委員会で山本太郎議員の質問にたいして見解を述べた。以下，
両者のやり取りを記す。すなわち，

〇山本太郎君 原発再稼働，安倍総理が言われる世界で最も厳しい基準について質問したいと思い
ます。田中規制委員長，今回規制委員会が作った新規制基準，世界で最も厳しい基準と言えますか。
〇政府特別補佐人（田中俊一君） 正確に申し上げますと，世界で最も厳しい基準とは言っていなく

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

て
4

，最も厳しいレベルの基準と言っている
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

んです。ですから，そこのところは間違えないようにし
ていただきたいと思います。それで，私が申し上げたのは，福島の事故，それから国際基準，そう
いったものを十分に踏まえて，二度と福島のような事故を起こさないためにありとあらゆる考えら
れることを基準に取り入れていると。特に，我が国は自然現象が非常に厳しいですから，そういっ
たものに対する対策は世界でも最も厳しいことになっているということであります（参議院内閣委
員会， 2014， p. 19: 傍点著者たち）。

「最も厳しい基準」と「最も厳しいレベルの基準」とのあいだに，どのようなちがいがあるとい
うのだろうか。こうした微妙な表現のつかいわけは詭弁にすぎず，言葉遊びの一種としか理解さ
れえないだろう。
とはいえ，日本に存在する原発のなかには，自然災害を契機として生じた福島第一原発事故が

もたらしたメルトダウンによって溶け落ちた核燃料をうけとめられるコアキャッチャーを装備し
た EPR（欧州加圧水型軽水炉 : European Pressure Reactor）はない。この意味でいえば，日本の原子
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力安全規制にかんして非常に厳しい自然現象にたいする対策が「世界でも最も厳しいことになっ
ている」という田中規制委委員長の発言は，信憑性があるものだとはみなされないだろう。

3. 6. 2.　新しい安全神話を表象した「世界最高水準」の原子力規制委員会
2012年 6 月に成立した「原子力規制委員会設置法」は，その附則で炉規法改正も規定した。炉
規法の主な改正点として，規制目的の見直し，重大事故対策を含む規制への転換，最新規制の既
存施設にたいする適用（バックフィット規制），そして40年ルールの導入などが挙げられる。炉規
法改正によって，原発の設置許可は規制委の権限とすること（第43条の 3の 5），そしてその規制
基準を原子力規制委員会規則として定めるとした（第43条の 3の 6）。この新規制基準は，規制委
の規則・告示として公布され，2013年 7 月に施行された。新規制基準の特色は，安全機能の一斉
喪失を防止するという観点から自然現象などの想定とその対策を抜本的に見直し，設計基準を大
幅に強化するとともに，炉規法に規定された重大事故対策を新たに盛り込んだ点に求められる
（e.g., 小池， 2015）。
規制委は2012年 9 月，歴史的に原発推進をになってきた経産省から安全規制機能を分離すべく，
環境省の外局として新設された中立的かつ独立的な三条委員会─国家行政組織法第 3条 2項に
規定された委員会─である。原子力の安全規制が規制委に一元化され，重大事故対策やバック
フィット規制などが法制化された。この動きは，福島第一原発事故からえた教訓を反映したもの
だとされた。また規制委は，原発再稼働に向けて新規制基準にもとづく適合性審査を行っている
が，その基本方針は，法的に担保されていない規制委委員長の私案を基盤としているという点が
問題視された（澤田， 2015）。
規制委は，委員長 1人を含む 5人の委員からなる。民主党の野田政権は，規制委において前述

の田中を初代委員長として任命し，彼の下で地震学者の島崎邦彦を委員長代理，そして元国会事
故調委員の大島賢三を委員の 1人として任命した。だが島崎と大島は，原発再稼働にとって不都
合ないし慎重な態度を示した。そのため，原発再稼働をすすめようとした自民党の安倍政権は
2014年 9 月，彼らを再任することなく任期切れによる退任として扱ったのではないかと疑われた
（新藤， 2021， pp. 112-113）。
このとき規制委の委員から第 2代委員長代理へと昇格し，さらに2017年 9 月に第 2代委員長へ
と昇格したのが，原子炉安全の専門家である更田豊志にほかならない。メディアでは，彼の委員
長就任に先立ち「2012年の規制委発足当初から田中俊一委員長を支え，『世界最高水準

4 4 4 4 4 4

』を目指
した新規制基準づくりを主導した」（松添， 2017: 傍点著者たち）として，彼を高く評価した。だが
彼の委員長時代，東京電力は，柏崎刈羽原発での不正入室問題と侵入検知装置故障問題によって，
原発の基本的なテロ対策すらも怠っていることが露呈した。すなわち，2018年 1 月から侵入検知
装置の故障が複数箇所で発生していただけでなく，2020年 9 月には中央制御室の社員が同僚の
IDカードを用いてなりすましで不正入室していた。東京電力は2020年 9 月，不正入室問題を規
制委の事務局である原子力規制庁（以下，規制庁）に報告した。そして2021年 1 月，侵入検知装
置故障問題を規制庁に報告した。
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この点にかんして更田委員長（当時）は，「不正なのか，わかっていて意図的にやらなかった
のか。あるいは知識が足りなかったのか。技術的な能力の問題か。それとも，なめているのか」
（東京新聞，2021）といったかたちで厳しく断じた。シビア・アクシデントをおこしてもなお，核
セキュリティにかかわる基本すらできていない東京電力にたいして，歴史からの学習を期待する
ことは困難だということが晒された（谷口， 2024）。
そして2022年 9 月，すでに2017年 9 月に規制委の委員に就任していた原子力工学の専門家であ
る山中伸介が第 3代委員長へと就任した。この時点で2012年の発足以来，これまで原発再稼働の
要件である安全審査で17基に合格が出ており，10基が再稼働にこぎつけたものの，10基が審査中
となっていた（日本経済新聞， 2022a）。山中委員長は就任後まもなく2022年10月，原発の運転期間
は原則40年，そして 1回に限って20年を超えない期間延長を認めるというかたちで，2012年 6 月
に改正された炉規法の規定を削除する可能性にふれるとともに，60年超の原発の運転を容認し，
原発推進の立場にある経産省にたいして法整備を含めた検討を委ねるという見解を示した（日本
経済新聞， 2022b）。すでに規制委は2020年 7 月，「発電用原子炉施設の利用をどのくらいの期間認
めることとするかは，原子力の利用の在り方に関する政策判断にほかならず，原子力規制委員会
が意見を述べるべき事柄ではない」（原子力規制委員会， 2020， p. 1）というスタンスを明示してい
た。山中の見解は，この規制委のスタンスを継承したものだと解される。だが彼には，規制委が
原発推進に性急に傾いたという厳しい非難が向けられただけでなく，内部の規制委委員からは時
期尚早だという見解すらも寄せられた（岩井， 2022）。
しかしながら，それ以上に問題だったのは，規制庁は2022年12月，原発の運転延長に必要な法
改正や新しい規制にかんして，経産省とのあいだで水面下に検討を重ねていたことを明らかにし
たという点である。すなわちこの事実は，福島第一原発事故後にすすめられた原子力政策の規制
と推進の分離が実際には徹底されていなかったことを如実に示した（日本経済新聞， 2022c）。そし
て，規制委は2023年 2 月に臨時委員会を開き，運転開始から60年を超えた原発の安全規制にかん
する新制度案，および炉規法改正の条文案を多数決によって了承した。しかし石渡明委員は，現
行の炉規法を規制委が守るべき法律とみなし，あえて変える必要はないとの立場を貫き，単独で
反対票を投じた。だが，山中委員長と他の 3人の委員が賛成に回ったことで，規制委は異例にも
重要案件を多数決で了承することになった（日本経済新聞， 2023a）。
その後，規制委がとった原発回帰に向けた 3つの動きにかんして，以下において検討してみた
い。すなわち第 1に，規制委は ALPS処理水の海洋放出に向けた動きを加速した。IAEAは2023
年 7 月，ALPS処理水の海洋放出によって人や環境に及ぶ放射線の影響は無視できる程度のもの
で，国際的な安全基準に合致するとして海洋放出の安全性を認めた。これをうけて規制委も，海
洋放出のための設備の使用前検査について終了証を東京電力にたいして交付し，海洋放出を容認
する方針を示した（日本経済新聞， 2023b）。
第 2に，規制委は2023年11月，九州電力の川内原子力発電所の 1号機と 2号機の運転期間を最
長20年間延長することで60年間にすることを認めた。この時点において，日本国内の原発の33基
のうち21基が運転開始から30年を超え，原発の老朽化が進展しつつあった。福島第一原発事故を
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機として炉規法では，安全性の観点から原発の運転期間は原則40年と定められ，規制委の認可さ
ええられれば 1回に限って最長20年間は運転延長できるという40年ルールが規定された。これま
で川内原子力発電所に先立ち，関西電力の高浜発電所の 1号機と 2号機，美浜発電所の 3号機，
そして日本原子力発電の東海第二発電所で，40年ルールによって運転延長が認められた（日本経
済新聞， 2023c）。
ところで，前述したように政府は2023年 5 月，稼働してから60年超の原発の運転すらも可能に
する GX脱炭素電源法を成立させた。とくにその際，規制委の審査期間などを除外することで最
長60年の運転期間をさらに延長するという電気事業法改正，そして運転開始から30年を起点とし
て10年以内ごとに審査する新制度を創設するという炉規法改正が実現した。結果的に，規制委の
審査，裁判所の命令，あるいは行政指導などによる原発の停止期間を運転期間から除外すること
で，従来の60年にとどまらず新たに60年超にまで運転できるようになった（岩沢・福地・佐々木， 
2023; 日本経済新聞， 2023c）。だが世界には，2023年 3 月末時点で運転期間53年の 4基の最古原発
─インドのタラプール原子力発電所（Tarapur Atomic Power Station） 1号機と 2号機，アメリカ
のナインマイルポイント原子力発電所（Nine Mile Point Nuclear Generating Station） 1号機，そし
てスイスのベツナウ原子力発電所（Beznau Nuclear Power Plant） 1号機─が存在するだけで，
60年を超えて運転した原発は存在しない（Nuclear Regulation Authority, 2023）。運転が長期間に及
べば及ぶほど，それだけ原子炉圧力容器の内部で劣化がすすみ，脆性破壊や中性子照射脆化など
のリスクが高まる（新井， 2024）。その結果，福島第一原発事故に後続する新たな原発事故のリス
クも高まることは目にみえている。
そして第 3に，規制委は2023年12月，東京電力のテロ対策の不備が改善したものと判断し，柏
崎刈羽原子力発電所に出していた事実上の運転禁止命令を約 3年ぶりに解除することを決定した。
とはいえ東京電力は，これから原発再稼働に向けて原発の立地自治体である地元の同意をとりつ
ける必要がある。しかし，花角英世新潟県知事は，規制委の決定にかんして明確な姿勢や判断時
期の見通しなどを示さなかった（日本経済新聞， 2023d）。さらに桜井雅浩柏崎市長は，そうした規
制委の決定に先立ち，原子力事業主体としての東京電力の適格性にかんして根本的な疑問を明確
にしていた（戸松， 2023）。
本節を結ぶにあたって，経産省による規制庁の埋め込み─規制と推進の一体化（松久保， 

2023）─について深掘りしておく必要がある。前述した原発推進機関としての経産省と安全規
制機関としての規制庁とのあいだの事前打ち合わせは，「法改正をめぐる推進側と規制側の『密
室での談合』」（倉澤， 2023， p. 62）だという疑念をもたらし，規制委自体の信頼の失墜にもつな
がった。実際，「経産省出張所」とみなされる規制庁の職員1,018人のうち経産省出身者は157人，
そして規制庁長官，次長，原子力規制技監といったトップ 3を含めた管理職76人のうち33人が経
産省出身者となった（ibid.）。さらに，これらトップ 3に緊急事態対策監と核物質・放射線総括
審議官を加えたトップ 5は，すべて経産省出身者となった。すなわち2022年 7 月の人事の結果，
片山啓第 5代長官，金子修一次長，市村知也原子力規制技監，古金谷敏之緊急事態対策監，そし
て佐藤暁核物質・放射線総括審議官といった具合に，トップ 5の職位が経産省出身者によっては
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じめて占められることになった（松久保， 2023， p. 26）。当初，規制庁幹部には，警察庁や環境省
の出身者がつくことが多かった。だが結局，推進と規制とのあいだのノーリターン・ルール─
2017年以来，推進と規制の分離を担保すべく規制庁の全職員に運用されている人事のルール─
が形骸化し，両者間の境界が有耶無耶になってしまった（亀井， 2023）。
さらに悪いことに，原子力安全規制の責任をもつはずの規制委において，2024年11月の時点で
委員長をつとめている山中自身，原子力村のメンバーの 1人とみなされ，中立性と独立性を欠く
とみなされうる。松浦（2020）は，原子力村の関連団体からの寄附の有無，指導学生によるその
関連団体への就職の有無，そしてその関連団体での委員の経歴の有無といった 3点に注目し，規
制委の委員と原子力村との紐帯の強弱を明らかにした実証研究（2020年 5 月時点）である。とく
にこの研究の興味深い発見は，規制委は民主党政権から自民党政権への政権交代によって原子力
村との人的紐帯をますます強化していったという点，そして当時は規制委の委員の 1人にすぎず，
その前職として大阪大学大学院工学研究科教授をつとめていた当時の山中委員長は，寄附，学生
の就職，そして委員の経歴すべてについて原子力村と深い関係をもっていたという点である
（ibid., pp. 70-72）。かくして，現時点で規制委の委員長をつとめる人物は，原子力村のメンバーの
1人といっても過言ではない。
そもそも日本では，福島第一原発事故を契機として原子力安全規制のあり方が抜本的に見直さ

れ，原発の規制と推進の分離が実現したはずだった。プレ・フクシマ時代の日本においては，経
産省の資源エネルギー庁に設置された原子力安全・保安院，そして内閣府に設置された原子力安
全委員会が原子力利用にたいするガバナンスをになうというダブル・チェック体制を採用してい
た。しかし，原発推進を標榜する経産省が原子力安全規制をになうことにたいして批判の目が向
けられただけでなく，原子力安全規制の事務が複数の官僚組織に分散していることが問題視され
もした。そこでポスト・フクシマ時代の日本では，原発の規制と推進の分離を徹底的にすすめる
べく原子力安全・保安院と原子力安全委員会の双方を廃止し，規制委が設けられたという経緯が
ある（ibid., pp. 63-64）。
ところが現在は，当初の原子力安全規制にかんするガバナンスの制度設計の理念から乖離し，

規制側の規制庁が推進側の経産省のなかに埋め込まれ，規制と推進の一体化が生じた結果，中立
的かつ独立的な規制が困難になったといえよう。それによって，ポスト・フクシマ時代における
両者間の関係は，プレ・フクシマ時代における資源エネルギー庁と原子力安全・保安院とのあい
だの中立性と独立性を欠く関係にますます似てきたようにみえる。あるいはこの関係は，プレ・
フクシマ時代の規制される側の電力会社と規制する側の原子力安全・保安院とのあいだの関係性
の逆転─規制の虜─に類似していよう。この意味で，ポスト・フクシマ時代の日本では，新
しい規制の虜が生じたとみなされよう。ここでひとまず結論を述べるとすれば，規制庁をはじめ
として，原子力村のメンバーの 1人をその委員長として現時点で擁している規制委も，一連の新
しい安全神話とこれらにともなうガバナンスの失敗の表象とみなされるのではないだろうか。
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4 ．結語

本論文では，一国における制度の存続・変化プロセスを通時的に分析するという通時的比較制
度分析の視点を採用した。その主な分析結果として，日本において2002年 6 月に制定された基本
法に依拠したエネルギー政策の経時的な変化，原発推進共同体としての原子力村による原発依存
型のエネルギー政策・BMの生成・存続メカニズム，福島第一原発事故後のポスト・フクシマ時
代に登場した一連の新しい安全神話，そして安全神話を表象した規制委の特性などが明らかに
なった。以下，本論文での原発回帰のエネルギー政策にかんする分析結果をふまえたうえで， 3
つの政策的含意を記しておきたい。
第 1に，原発回帰の目玉である原発のリプレース・新増設にかんして，海外の先行事例からの
学習をつうじて経済性の観点から比較検討することが重要な意味をもつ。とくに日本では，三菱
重工の改良型 PWRである SRZ-1200，および東芝の BWRである iBRが，原発のリプレース・新
増設のための有力な候補と目されている（FACTA編集部， 2023b）。だが，たとえばイギリスのイ
ングランドですすめられてきたヒンクリーポイント Cプロジェクト（Hinkley Point C project）で
は，建設費用の経時的な膨張が止まらない。そこでは，EPRの建設が進展しつつある。コア
キャッチャーと頑健な原子炉格納容器の双方をもつ EPRは，三菱重工が2017年に出資を開始し
たフラマトム（Framatome）によって開発された。
ヒンクリーポイント Cプロジェクトを実行している EDF（Électricité de France）は2021年 1 月，
建設費用が220億-230億ポンドに達すると発表した。だが2022年 5 月，250億-260億ポンドに増大
すると修正した（Reuters, 2022）。さらに2023年 2 月，327億ポンドへの修正を発表したが，その
後，最大350億ポンドにまで達する見込みを示した（Lawson, 2024）。それにとどまらず2024年 1
月，土木工事費用の増加と電気機械作業の延期などを主たる理由として，プロジェクト完成に要
する建設費用の見積もりを310億-340億ポンドへ新たに引き上げた（EDF, 2024）。これらの数字は，
2015年時点での価格で計算されたものであるため，インフレを考慮すると実際の建設費用はさら
に高騰する可能性がある（Lawson, 2024）。この事例をみても，法外な費用を要する原発建設に消
極的な日本の電力会社が自らすすんで原発のリプレース・新増設を実行するというのは，存立可
能な経路とはなりえないだろう。
第 2に，原発回帰のエネルギー政策は，国家安全保障や日米原子力協定とどのように関係して
いるのかについて適切に理解することが求められる。福島第一原発事故後に策定された2012年 9
月の革新的戦略には，2030年までの脱原発の方針─たとえば，「原発に依存しない社会の一日
も早い実現」（エネルギー・環境会議， 2012， p. 2）や「2030年代に原発稼働ゼロ」（ibid.）などの表
現─が明記された。この方針をうけてアメリカは，日本にたいして核燃料サイクルからの撤退，
そして原子力技術の維持・開発の継続を求めた。日本は，日米原子力協定によって非核保有国の
なかで唯一，使用済核燃料の再処理をつうじたプルトニウムの生産を認められている。その理由
は，アメリカの原子力技術の維持・開発を肩代わりしているからにほかならない。かくして核不
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拡散の論点をも加味すると，日本の脱原発はプルトニウムの継続的な生産の正当性を損なうこと
につながる（日経産業新聞， 2019）。
さらに，CSIS（戦略国際問題研究所 : Center for Strategic and International Studies）が2012年 8 月に
発表した報告書（Armitage and Nye, 2012）には，日本のエネルギー政策にかんする提言が記され
た。すなわち，

日本にとって原子力発電の慎重な再開は，正しく責任ある 1歩である。原発再稼働は，2020年まで
に二酸化炭素排出量を25％削減するという日本の野心的な目標を達成する唯一の方法である。また
原発再稼働は，高いエネルギー・コストと円高基調の相場のためにエネルギー依存型の基幹産業が
日本から流出しないようにするうえでも一理ある。福島からの教訓をふまえ，日本は安全な原子炉
設計や健全な規制の実践を推進するうえで，あらためてリーダーシップを発揮すべきである（ibid., 

p. 14）。

結果的に，こうしたアメリカとの関係だけでなく，核燃料サイクルの中核をなす再処理工場を有
する青森県や六ヶ所村との関係をも勘案し，脱原発を標榜した革新的戦略の閣議決定は見送られ
ることになった（鈴木， 2017， pp. 76-78）。
歴史的に日本では，核燃料サイクルを追求する過程で原発推進と潜在的核武装能力の保持とが
連結することになった。佐藤栄作首相（当時）の下で内閣調査室は1967年に民主主義研究会を設
置し，核武装の是非について研究をすすめた。それによると，東海発電所から生じた使用済核燃
料の再処理によって少量のプルトニウム爆弾を開発することは物理的には可能だが，もし核武装
すれば周辺国から疑念を抱かれ，外交的孤立は必至となる。とはいえ日本は，わずかな核兵器で
抑止力を維持することは難しく，巨額の財政負担や国民からの不支持の可能性などを理由として，
核戦力はもつことはできないという結論にいたった（朝日新聞， 1994）。結果的に日本は，潜在的
核武装能力を保持しようという強い意志を欠いていたものの，国策として原発推進が続けられた
ことで，意図せざる結果として潜在的核武装能力を保持するようになったという仮説が有力だと
考えられる（黒崎， 2015）。かくして原発回帰のエネルギー政策は，電力の安定供給を中心とした
エネルギー安全保障を超えたより大きな枠組のなかに埋め込まれているということに注意を払う
必要がある。
そして第 3に，原発回帰のエネルギー政策に不可欠な原子力安全規制を支える一連のケイパビ
リティの維持・開発を実現するためのガバナンスを模索していかなければならない。しかし，ガ
バナンスの主体となるべき官僚は，（1）大学院での専門的な課程を修了している場合が少ないた
め知の集積度が低い，（2）2 - 3 年で部署の異動が生じることが多いため制度の理解度が低い，
（3）制度設計をコンサルタントに丸投げしがちである，といった欠点をもつとされる（飯田・神
保， 2023）。つまり，専門的なケイパビリティにもとづいた問題解決を期待されている官僚は，こ
うした期待とは裏腹にそうしたケイパビリティを欠落しがちである。
とくに，日本の規制委のベンチマークとなりうるアメリカの NRC（原子力規制委員会 : Nuclear 
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Regulatory Commission）は，約4,000人のエンジニアを抱えており，そのうち約3,000人が原子力
安全規制に関与し， 1基あたり約30人で対応しているという。これにたいして規制委は，元原子
力安全・保安院出身者が約300人，元 JNES（原子力安全基盤機構 : Japan Nuclear Energy Safety 

Organization）出身者が約400人で計700人が原子力安全規制に携わっているとしても， 1基あた
りたかだか約10人で対応しているにすぎない（師岡， 2013， p. 107）。つまり日本では，原子力安全
規制に携わる専門家の数が相対的に少ない。
原子力安全規制の専門家にかんしていえば，日本ではこうした量的問題にとどまらず質的問題
も生じている。福島第一原発事故の時点で旧原子力安全委員会で委員長をつとめていた班目春樹
は，そうした専門家に求められる資質について以下のように述べた。すなわち，

原子力システムというのは，物理，構造，熱流動，伝熱，気象，地質，化学など，非常に幅広い分
野の融合体ですので，全部を理解している審査委員は居ません。しかし，審査を行うためには，全
体が分からないといけませんので，自分の専門とは異なる分野についても，勉強することになりま
す。これはすなわち，広い視野を持ち，総合的な評価を行なうことが出来る人材を多数教育してき
たことに他なりません（岡本， 2012， p. 181）。

だが，こうした理想とは対照的に，「日本の一番の弱点かもしれないですが，全体を俯瞰してマ
ネジメントができる人材というのは少ない」（師岡， 2013， p. 110）のが実情のようである。かくし
て，自分の専門領域では対応できないほど大きな問題を扱い，しかも権力からの独立性を保つこ
とができない官僚が原子力安全規制にかかわりうる可能性を問題視しなければならない（飯田， 
1997）。
さらに，あいにく日本では，専門家としての役割が期待される官僚にたいするガバナンスの有
効な機能が保証されていない。すなわち，無能な経営者にたいする株主総会での議決権の行使に
よる解雇，あるいは無能な政治家にたいする選挙での投票権の行使による落選が可能なのとは根
本的に異なり，国民が無能な官僚にたいして直接的な規律づけや免職を実行する機会は事実上存
在しない。国家公務員法や国家公務員倫理法などに規定された理由でなければ，基本的に官僚の
身分は保障されている。
そもそも日本国憲法によれば，「全体の奉仕者」（第15条 2 項）としての公務員の選定・罷免は
国民の権利とみなされる（第15条 1 項）。政府機関を構成する国家公務員である官僚は，厳しい国
家公務員総合職試験をへて採用され，国の政策・実行にかかわる（e.g., 晴山， 2023）。この点で
「適格」とみなされた優秀な官僚には，政策の策定・実行において適時に必要となる適切なケイ
パビリティをもつことが「期待」されている。しかし社会では，時間・空間にかんする特殊知識
を含む多様なケイパビリティが多様な人々のあいだに分散して存在する（Hayek, 1945）。さらに
劇的な環境変化によって提起される一連の難題とその解決に必要なケイパビリティとのあいだの
CDギャップは大きくなるばかりである（e.g., Heiner, 1983; Taniguchi and Fruin, 2022）。そのため，
官僚が問題解決に必要とされる適切なケイパビリティを適時に動員できるとはかぎらない。その
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ため，それぞれの官僚が専門家として単独で十分に信頼のたる問題解決ができないかもしれず，
しかも不適切な制度によって彼らの判断を歪めてしまうようなインセンティブ構造が保持されう
る（Koppl, 2018）。
政府が福島第一原発事故から学習すべき最も重要な教訓の 1つとして，「拙速があやまちにつ
ながる（Make haste slowly not to make waste）」（Taniguchi, 2022, p. 5）が挙げられよう。しかし，岸
田政権の下での原発回帰のエネルギー政策の策定は，この教訓をいかすことができず，熟慮なき
拙速に堕してしまったことを示すようにみえる。この点において，日本はポスト・フクシマ時代
においてすら教訓を学ぶことなく，過去に回帰したというレジリエンス・パラドクスを示すこと
になった。とくに岸田首相は，彼が自分の長所とする「聞く力」を発揮することで，官邸官僚や
財界などによって「洗脳」されてしまい，真に持続可能な政策ではなく頑固な原発回帰の政策へ
と性急に突進していった。しかも彼自身のモチベーションは，高次の規範的目標というより，む
しろ低次の快楽主義的目標にねざしていた公算が高い（e.g., Foss and Lindenberg, 2013; Lindenberg 

and Foss, 2011; Taniguchi et al., 2023, 2025）。すなわち，日本のエネルギー安全保障と地球の気候変
動にたいする熟慮をつうじた義務論的な貢献を実現するためだったというより，むしろ「安倍さ
んもやれなかったことをやったんだ」（西村， 2023）というかたちで政敵との社会的比較をつうじ
て個人的な高揚感をえるためだったとさえいわれる。すでに第 3節で述べた東芝の西田会長のス
トーリーともあいまって，このように日本では，政治・経営に従事するリーダーによる公私混同
的な意思決定が確認される。
本論文の結びとして，日本では，原子力安全規制，核セキュリティ，自然災害のリスク，核不
拡散，そして企業や共同体を超えた高次のサステナビリティなどの一連の難題に配慮する仕方で
新しい原子炉開発を実現するとともに，経産省とその構成メンバーである経産官僚，さらにそれ
らを中核とした原子力村にたいするより望ましいエコシステム・ガバナンスを設計するために，
継続的に努力していく必要があるという点を指摘しておこう。
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